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資　　料

1．はじめに

各産業分野において省エネルギー化が必要とさ

れる現在，地球環境にやさしい製品開発が急務と

なっており，自動車産業もその一つである．当社

はこのニーズに応えるべく省エネルギー製品とし

て，直流モータによる操舵補助機能を備えた車室

内搭載のコラムアシストタイプ電動式パワーステ

アリング（Ｃ－ＥＰＳ）を世界に先駆け1988年から

生産している．このたびＥＰＳの小型車への採用

拡大に対応し，モータの出力向上，搭載位置の自

由度を広げ，エンジンルームに搭載可能なＥＰＳ

システムを開発し，欧州の小型車向けにピニオン

アシストタイプ電動式パワーステアリング（以下

Ｐ－ＥＰＳと称す）として生産を開始したので紹

介する．

2．ピニオンアシストタイプ電動式パワー
ステアリングの概要

2.1 開発の狙い

エンジンルーム内への搭載システムのため，下

記３点を開発のポイントとした．

１）軸方向寸法の縮小

２）高温作動雰囲気への対応

（－30～＋95℃)

３）防水構造

本システムの構成図を図1に，断面図を図2に

示す．

トルクセンサ，減速機，モータを一体化したＥ

ＰＳユニットを従来のラック＆ピニオンタイプの

マニュアルギヤに組み付けた構造としている．本

構造によりＥＰＳユニットの状態でアシスト特性

の管理を可能とした．

Within the frame of development of ecological electric power steering systems, Koyo has succeeded in development and
mass-production of a pinion-assist type electric power steering system. This system is equipped with a high-power motor
and can be packaged under hood, while conventional column-assist type systems have been mounted inside the passenger
compartment.
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2.2 小型トルクセンサ

トルクセンサ部の構成を図3に示す．従来の量

産品に比べ軸方向で7.0mm，径方向で3.5mm小型

化している．以下に部品別の特徴について述べ

る．

１）コイルアッシー：

軸方向取り出しのリード線＋コネクタタイプ

から，径方向ピン出しタイプに変更．ボビン

への銅線自動巻きによる巻き線密度向上によ

り，径方向にφ3.5mm縮小．

２）ディスタンスピース：

１）により廃止．

が検出コイル側で，ハンドルからの入力トルク

（検出リング間の相対捩れ）に応じて磁気回路の磁

束密度の増減，つまり検出コイルのインピーダン

ス変化が生じ，入力トルクに応じた電気信号を検

出する．図の左側が，雰囲気温度の変化によるイ

ンピーダンス変化の相殺を目的とした温度補償コ

イル側で，磁気回路の磁束密度は常に一定であ

る．
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図2　ＥＰＳユニット，マニュアルギヤ部断面�
Cross Section of manual gear of EPS-unit
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図3　トルクセンサ(A)部比較�
Comparison of torque sensor (A) areas

図4にコイルアッシーと検出リング間の磁場解

析結果を示す１）．この図において，青色部から赤

色部に変化するにつれて，磁束密度（Ｔ：テスラ）

が大きくなっていることを示している．図の右側
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図4　トルクセンサ磁束密度解析�
Analysis of magnetic flux density for torque sensor

この解析結果から，ディスタンスピース部は検

出側と補償側の相互磁場によって影響されないの

で廃止可能と判断した．

３）検出リング２：

２）により組み付け位置を検出リング１の方向

に7.0mm移動．

４）トルクセンサ用制御基板固定方法：

従来のタッピングねじ２本による固定のもの

から，タッピングねじ＋スペーサ（弾性体）に

変更．

この固定方法は，１）のピン出しコイルアッシ

ーへの変更に伴い，熱衝撃によるコイルアッシー

と制御基板部のはんだ付け部の応力を緩和するこ

とを目的としている．制御基板固定方法の詳細図

を図5に示す．

これらの改良を加えたトルクセンサは，図6に

示すように従来と同等の温度特性を得られた．
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2.3 高出力用，耐熱樹脂材減速機

減速機は電動式パワーステアリング用として実

績があり，高減速比が得られるウォームギヤを採

用した．ギヤ材料は次の要求を満足する樹脂材料

を開発した．

１）電動式パワーステアリング搭載車種が従来の

軽自動車から普通乗用車への拡大採用となっ

たため，モータの高出力化に対応した高強度，

および耐摩耗性に優れた材料．

２）エンジンルーム搭載のため耐熱性を有する材

料．

３）射出成形可能な材料．

減速機耐久試験後のバックラッシの増加量は，

樹脂材料の相対粘度に反比例しており，その

成形性も相対粘度に反比例していることが分

かっているため，成形性を考慮した相対粘度

の上限設定をしている．また，減速機耐久試

験後のバックラッシの増加量も従来と同等レ

ベルである．

選定材料と各種強化材料の強度，耐久性比較を

図7に，減速機耐久試験後のバックラッシ増加量

を図8に示す．

2.4 Ｐ－ＥＰＳ仕様

Ｐ－ＥＰＳの諸元は以下の通りである．
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図6　トルクセンサ出力の温度特性�
Torque sensor output with temperature
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図7　減速機材料と強度，耐久性�
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図8　減速機耐久試験後のバックラッシ増加量�
Backlash increase after endurance test

理論ラック軸力 7 747Ｎ

ラックストローク 144mm

ストロークレシオ 45.335mm/回転

ラック＆ピニオン部　モジュール

ピニオン歯数 ６枚

減速機 タイプ ウォーム＆樹脂ホイール

減速比 15：１

モータ タイプ ＤＣブラシ付きモータ

定格電圧 12Ｖ

定格電流値 65Ａ

定格トルク 3.4Ｎ・m

定格回転数 1 180min－1

2.5 Ｐ－ＥＰＳ用コントローラ

現在Ｃ－ＥＰＳ用として車室内搭載型コントロ

ーラは量産中である．

今回，環境条件が厳しいエンジンルームに搭載

するため，従来のコントローラーに，温度感応式

過熱保護制御，防水構造を追加した．図9に基本

制御ブロックダイアグラムを示す．

１）アシスト制御

現行のコントローラと同様，トルクセンサに

より検出された操舵トルクに応じて適切なアシ

ストを行った．また，適切なアシスト特性が得

られるようＰ－ＥＰＳ搭載の実車とのマッチン

グをとり，各々の実車に適合したアシスト特性

マップ，補償制御マップの設定を行った．

２）過負荷保護制御

コントローラおよびモータは作動に際して熱

を生じる．この発熱からＥＰＳシステムを保護

するのが過負荷保護制御であり，発熱に大きく

起因しているモータ電流に制限をかけ，ある一

定以上の温度上昇を避けることを可能とした．

項　　目 諸　　元

表1 Ｐ－ＥＰＳ諸元
Specifications of P-EPS

2.3
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３）温度感応式過負荷保護制御

現在量産中のコントローラは各モータの使用

最大温度と最大電流値通電時間との相関で電流

リミッタが設定される過負荷保護制御が搭載さ

れている．

今回はエンジンルーム内搭載となるので，保

存温度も車室内搭載に比べ120℃と高く設定さ

れている．このため使用温度範囲が広い分，一

定の過負荷保護制御では効率が悪く，温度感応

式を追加した．

本機能により，ＥＰＳシステムの雰囲気温度

をトルクセンサ上に配置したサーミスタにて検

出し，コントローラにてＥＰＳシステム周辺温

度（使用環境）に適合した過負荷保護制御を行う

ことができる．

具体的には，基本制御ブロックに示した温度

信号を過負荷制御ブロックに読み込み，以下の

制御を行っている．

aＥＰＳシステム周辺温度に基づき，各パラ

メータ値（［ａ］，［ｂ］，［ｃ］，［ｄ］）を選定．

図10，11参照．
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sモータ電流検出ブロックにより検出された

電流値が［ｂ］より大きい場合は，［ｃ］の割

合でモータ電流制限値を初期値から電流リ

ミッタにより漸減する．

＜制御例＞65Ａシステム，常温（25℃）で最

大（65Ａ）電流40秒間連続通電の場合

（［ａ］＝30ｓ，［ｂ］＝18.5Ａ，［ｃ］＝

－0.177Ａ/s，［ｄ］＝0.0508Ａ/s）

初期値：65－［ａ］×［ｃ］＝70.31Ａ

許容最大電流値：

70.31＋（［ｃ］×40)＝63.23Ａ

となり，過負荷保護のため最大ハンドル

トルクを加えても最大電流は63.23Ａに

制限されることになる．

dモータ電流検出ブロックより検出された電

流値が［ｂ］より小さい場合は，［ｄ］の割合

でモータ電流制限値を復帰させる．温度別

電流復帰パターンを図12に示す．

＜復帰例＞sの条件後，電流値０Ａを30秒

間継続した場合．

許容最大電流値：

63.23＋（［ｄ］×30）＝64.75A

となり，過負荷保護制御によるモータ電

流制限は64.75Aまで復帰する．

3．システム性能２）

１）逆転しゅう動荷重特性

一般に，システムのアシスト力を向上するた

めには減速機の減速比を大きくする手法があ

る．しかしこの手法の場合，ブラシ付きモータ

として避けられない慣性やロストルクがハンド

ル軸上で増大し，結果として電動式パワーステ

アリングの短所であるハンドル戻り不足という

問題が生じる．これを解決するために，ステア

リングギヤの搭載スペース，操舵応答性，操舵

フィーリングやラック軸力等の客先仕様を満足

させる条件を考慮し，減速機の減速比を最大限

とした比率とした．また，ステアリングギヤア

ッシーの逆転しゅう動荷重（ラック軸側から負

荷した場合のステアリングギヤ自身のフリクシ

ョン）は，図15のように従来比10％減を達成し，

舵角センサ等を使用して電気的にハンドルを中

立位置に戻す制御が不要となり，自然かつ中立

感のある操舵フィーリングを得ることができ

た．この逆転しゅう動荷重の低減を図るために

ＥＰＳユニットやラック＆ピニオン部の各部品
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図12　温度別電流復帰パターン（電流０Ａ継続時）�
Current restoration pattern per temp. (at zero current)

2.6 防水構造

本システムの防水構造を図13，14に示す．

モータはＪＩＳ　Ｄ１クラス（一時的に水につ

かることのある部品の機能試験），ＥＰＳコント

ローラは，ＪＩＳ　Ｓ２クラス（直接風雨または

水しぶきを受ける部品の機能試験）の仕様とした．

防水コネクタ採用�

カバーおよびヒ�
ートシンク合わ�
せ面とハウジン�
グ間にＯリング�
を採用�

負圧を避けるため，防水透湿布の�
使用により呼吸機構を追加�

図13　ＥＣＵ防水構造�
Water-proof structure of ECU

モータハウジングとヨーク間に�
Ｏリングを採用し，ヨーク側の合�
わせ面をトリミング加工�

図14　モータ防水構造�
Water-proof structure of motor
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の摩擦抵抗の低減を行っている．ＥＰＳユニッ

トについてはオイルシールの回転トルク，減速

機の支持ベアリング予圧調整後の回転トルク，

ラック＆ピニオン部は，サポートヨークシート

の材料選定，ラックブッシュの材料および軸受

支持構造，コイルばねセット荷重を考慮してい

る．

ゅう動荷重低減のための各要素におけるフリクシ

ョンの割り振りの問題などに直面したが，ＩＴ時

代を反映した各種データの交換，ＴＶ会議，合同

デザインレビューを重ねることによりお互いを理

解し，無事，グローバル開発を完了することがで

きた．

今後はこのシステムの現地調達比率向上による

コスト低減，車両に適合した最適チューニングの

自由度の向上，更なる大型車への展開の取り組み

を行い，また，自動車業界が現在盛んに取り組ん

でいる高電圧化対応可能なシステムをグローバル

な体制で開発に注力していきたい．
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２）アシスト特性

本システムにおける代表的なアシスト特性を

図16に示す．
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図16　ステアリングギヤアッシーのアシスト特性�
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4．おわりに

ウォームギヤタイプ減速機を使用したＰ－ＥＰ

Ｓシステムを初めて本格的に海外向けに量産開始

することができた．本システムの開発は，ＥＰＳ

ユニット部を日本の技術センターが担当，ギヤ部

を欧州のテクニカルセンターが担当し，日欧で分

担して１つのシステムに仕上げる初の試みであっ

た．開発当初は言葉，設計思想，文化の差による

コミュニケーションの問題があり，技術面ではし
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